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By the end of the 20th century, the study of lifelong learning has generated the new concept

of "the fusion of school education and social education". However, this concept is not entirely

new, because, "fusion is the progresive concept of "cooperation

The aim of this paper is to examine the possibility of cooperation in social education.

Firstly, we examined the cooperation of school education and social education.

Secondly, we examined the cooperation of higher education and social education.

Finally, we tried to explain the merit and features of cooperation of higher education and

social education.

はじめに

近年の生涯学習関連の施策において, 「学社融合」と

いうタームが目につくようになった。その契機となっ

たのは, 1995 (平成7)年7月に出された国立青年の

家・少年自然の家の在り方に関する調査研究協力者会

議の報告r国立青年の家・少年自然の家の改善につい

て～より魅力ある施設に生まれ変わるために～jであ

る。ここでは従来の連携を「学校と学校外の教育との

役割分担」と位置づけ,融合を「双方がオーバーラッ

プすること」とし,従来の連携概念を発展させたもの

として融合の必要性を指摘している1)0

その後, 1996 (平成8)年4月24日の生涯学習審議

会答申　r地域における生涯学習機会の充実方策につい

てjにおいて,学社融合は「学校教育と社会教育がそ

れぞれの役割分担を前提とした上で,そこから一歩進

んで,学習の場や活動など両者の要素を部分的に重ね

合わせながら,一体となって子どもたちの教育に取り

組んでいこうとする考え方」であり,学社連携の最も

進んだ形態と見ることができる.それを裏づけるよう

に,昨年(1996年)度の日本生涯教育学会年報におい

て, 「学社融合の生涯学習」という特集が組まれ,研究

対象として脚光を浴びるようになってきている。

周知のように, 「学社融合」というタームは突発的に
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生成されてきたものではなく,従来からいわれてきた

「学社連携」の発展概念として捉えられている。しか

しながら, 「連携」及び「融合」の対象は,主として青

少年期の学校外活動における学校教育と社会教育であ

り,成人を対象としたものは僅少であることは否めな

an

そこで本稿においては,成人学習者を対象として,

高度で多様な学習機会の開発という視点から, 「連携」

論を捉え直し,わが国における高等教育機関と社会教

育機関との「連携」の可能性を考察するものである。

また,ケース・スタディの事例として, 1989 (平成元)

年度に文部省の「女性の社会参加支援特別推進事業」

として開始され,高等教育機関と社会教育機関との「連

携」によって事業展開されている「ウイメンズ・ライ

フロング・カレッジ」を主に取り扱う。

I. 1970年代の連携論
一学社連携論-

1970年代の連携論の端緒は, 1971年の社会教育審議

会答申「急激な社会構造の変化に対処する社会教育の

あり方について」においてみられる。この画期的な答

申は, 「家庭,学校及び社会で行われる教育が,それぞ

れの独自の役割を発揮しつつ全体として調和を保って



進められることが極めて重要である」として,家庭教

育・学校教育・社会教育の有機的な統合の必要性を提

唱した。さらに, 1974年の社数審建議「在学青少年に

対する社会教育のあり方について」では,もう一歩踏

み込んで,家庭教育・学校教育・社会教育の連携は, 「例

えば,家庭教育で養われた心情や態度を社会教育活動

を通じて社会的に深めたり,学校で学んだ原理的な事

柄を社会教育の場で実践し,また,社会教育で体験し

た実践的な事柄を学校教育を通じて更に体系的に深め

るというようなことであり,このような三者の連携に

よってそれぞれの教育効果を一層高めることができる。」

とし,三者の連携に言及している。こうした連携論は,

実践の段階を想定するにつれて,学校教育と社会教育

の領域に収束されていくことになる,いわゆる「学社

連携論」の登場である。学社連携は,三浦清一郎によ

ると, 「学校教育と社会教育を協力的に進めること」と

定義づけられている2)。学社連携を取り上げ,その進展

に影響を与えた審議会の代表的な答申や建議には,以

下のものがある。

1971年4月「急激な社会構造の変化に対処する社会

教育のあり方について」 (社教審答申)

1971年6月「今後における学校教育の総合的な拡充

整備のための基本的施策について」 (中教審答申)

1974年4月「在学青少年に対する社会教育のあり方

について」 (社教審建議)

1976年12月「小学校,中学校及び高等学校の教育課

程の基準の改善について」 (教育課程審議会答申)

1979年7月「青少年と社会参加」 (青少年問題審議会

意見具申)

1981年5月「青少年の徳性と社会教育」 (社教審答申)

1981年6月「生涯教育について」 (中教審答申)

これらの答申や建議等において,学校教育と社会教

育(更には家庭教育)の相互の連携の必要性を強調す

る背景としては,次のようなことがあげられている。

まず,青少年自身の意識や行動による要因である。

1981年5月の「青少年の徳性と社会教育」 (杜教審答申)

によると, 「勤労体験,異年齢集団体験,自然体験等の

欠損や連帯意識の減退,マスメ・ディアの発達や学歴偏

重の社会的風潮の中で,我が国の青少年は,個人生活

への志向が強く,精神的自立や社会性をもった個とし

ての自立が遅れている。」と指摘している。つまり,当

時の青少年自身の意識や行動にみられる問題状況が学

社連携の必要性を生み出したといえる。そのため,地

域社会のもっている自然的な教育環境,社会的な教育

環境を,単に学校教育に取り入れていけばよいという

姿勢が,当初から存在していたことも否定できない。

こうした,学杜連携を提唱した背景には,学校教育

と社会教育のそれぞれ単独の力では,完全な役割を果

たし得ないという限界論が存在する。つまり,急激に

変化する現代社会において,青少年の教育は,もはや

単一の教育機関だけでは対処しきれないという考えで

ある。とりわけ,学校教育の限界論は,多くの研究者

によって指摘されている。

しかし一方で,学社連携の必要性は,学校教育を中

心とした,学校教育の側の視点から理由付けられてき

たとも推測できる。例えば,林部一二による学社連携

出現の理由は,すべて学校教育を起点として展開した

ものである3)O

(林部一二による学社連携出現の理由)

①学校教育の限界の認識

②学校教育の開放-の要請

③学校教育における地域性の配慮

すなわち,学校教育には,問題があり,限界がある

としながらも,学校教育をより効果的に行うためには,

社会教育を利用・協力していかなければいけないとい

う論法である。ここには,学校教育と社会教育の相互

補完を理念として掲げながらも,社会教育を利用する

という,学校本位の視点が見えかくれする。こうした

視点は, 1981年6月の中教審答申「生涯教育について」

においても指摘できる.この答申においてでさえも, 「学

校教育が,社会教育の施設や機会の活用をすることを

強調する」というように,学校教育中心の学社連携論

が垣間みれよう。それ故,奨励される学校教育の開放

が,逆に学校教育の更なる拡大につながっていくので

はないかという指摘もみられる。例えば,坂本秀夫は

次のように指摘している, 「家庭教育・学校教育・社会

教育の結合は,わが国ではそれぞれの本質と範囲が,

歴史的にも理論的にも,また法制的にも確定せず,寡

庭教育の崩壊や社会教育条件の未整備のために学校に

多くを期待する傾向があり,行政は一方的に学校教育

の範囲を拡大してきた。 4)」

こうした指摘や懸念は,学社連携における共通の目

的・理念の欠如に起因するものとも推察できる。共通

の目的・理念の欠如は,単なる学校教育の開放や青少

年の宿泊研究施設の設置に終始すればよいという事情

も生じさせている。

一方,学社連携論の登場には,生涯教育論の影響も

指摘できよう。なかでもユネスコのいう「生涯にわた

る統合された教育」 ( Lifelong Integrated Education )

の統合概念に強く依拠していると考えられる。学校教

育と学校外教育(社会教育)の連携は,生涯教育論の

いう, 「水平統合」を意味する。この生涯教育論の我が

国における進展と呼応して,学杜連携も様々な施策を

講じていく。しかし,学社連携論の連携対象は,在学
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青少年に留まっており,成人や女性は含まれていないo

この時期の連携論には,青少年期をこえて,生涯各期

にわたる,いわば「垂直統合」の考えが不十分であっ

たとも受け取られる。

次に,学社連携の具体的な中身についてみていきた

い。日高幸男らは,学校教育と社会教育の双方に物的

機能と人的機能の開放を位置づけ,表1-1のような

学社連携が可能と思われる局面と具体的な活動例を提

示している5)。この表では,特に「学社連携の組織・体

制づくり」, 「学校教育に対する社会教育からの協力」,

「社会教育に対する学校教育からの協力」の三つに分

けて,具体例を示している。

しかし,実際にこのような理念レベルの具体例が可

能であるかどうかは,一考の余地を残す。具体的な実

践の段階で様々な問題点が浮かび上がってきているか

らである。まず,学社連携といっても,単なる行事調

整,事業紹介に終始しているという環状がある。学社

連携が叫ばれ,必要性・重要性についての理解が進ん

だにもかかわらず,具体的な進め方についての理解が

欠けていた。これには,実施段階以前の相互認識の不

足が指摘できよう。また,学校開放等の物的機能の協

力が進んだなか,人的機能の協力不足を指摘する声も

大きい。特に教員の理解は乏しく,意識の啓発が問題

点として挙げられている。一部の先駆的な事例を除い

て,この時期の学社連携の内実は,理念との帝雛が目

立ち,初発段階であったといえよう。

1970年代に登場した,学社連携論は,相互の補完的

な連携を提唱するものであり,学校教育の限界論にも

助けられ,浸透をみせた。しかし, 1970年代や80年代

初期の学社連携論は,両者の役割を分けるのみに留ま

り,共通の目的・理念を持たないまま,推進されてき

た。こうした学社連携の展開は,既に,上条秀元6)や渋

谷英章7)らによっても研究がなされている。特に渋谷は,

学社連携の展開を, ①学校以外の場の教育作用に着目

する学社連携, ②施設の相互利用による学社連携, ③

地域の教育力の活性化とその活用を求める学社連携,

の三つに分類している。そして,以上の分類を基に,

渋谷は学社連携の限界を指摘し,学社融合の意義-と

論を展開している。確かに,この時期の学社連携は,

学校教育中L.であり,学社連携の推進が,学校機能の

拡張をもたらし,社会教育の学校化,地域社会の学校

化につながると危倶する声もみられた。また,連携の

対象も在学青少年に終始しており,学社連携イコール

在学青少年のための教育施策という感も拭いきれてい

表1-1　学社連携の具体的な局面と内容(注5)

Jf tl il R .->句市田 具 株的な連碑汚め

翠

一土

穣

rt

ザ 吐連携の地織づ くり

ウ学校枚甘 l社会微吋の行枚 1見当 音の種油 会 gt

の
O 靖棉会 u t (相互に行事の規明 . PI 杢 I, )

級
.授畏全 I 枚 yTl金串へ ti 会鞍 ff i: 関する悦明 - 珂義の

挽
依頒〉

0 連携協力的 fJ 会釈 (共通理解か ら協力 l粟 ZI へ )

維
.生徒相の責任 会へ

肘
P生徒指導 * J任 と補導費えの駅 東会

づ

く

り

.放す垂只と社 会赦す尋只の .I" 炎金

物

tt 倉 ft W * 軒寸の

草根 n rr へ〔桔 qI

0 描拍学習 .校外活勅

ナ* * <->* . 少年 自tTt T T . fl f -iJ H 七ン†I . 上 *

キャンプ甥

I " 叶 林t iw a < ナントサー蝣i ォ司

0 中学悦郎前期

早

蛇
帆

(各 教 科特 別 活

I ,,

. 公立ブラウン P . 体育虹 ホール耳の所用

CM - 中辛柁〔ォォ蝣* 叱 rT 下
ft

f r

に

m

地

. 公立運動 会P L 文化センター守の活用

学校の学習活勅 に

図書帆 甘柿相 .

亡 rt サ ( 8-れ†:Iキ†

対

千

の

清

P lt 分村 (歴史民俗甘科軌 埋文センター )

. 美術 (美術虎 )

ち

牡

4

柄 lサ* 稀 Ⅰ 〔摘

(与 fi n . ォサ .

蝣K B 刑 叫 叶 . ォI R V 「ン トⅠー

O 旬"舌軌 タラ1 精勤 1 町民グラウン ド. 0 * 館等 )

0 生徒共会. 校内醸画全 (2 足付ホ I ル努)
敬

育

t" tいx ォ >
0 文化鞍. 文化 タラ1 莞乗全 (公民札 文化 lt: ンタ一等 )

人

地場の 人相 を学校

教育 に活用 (各枚

0 号 t I I 土手甘 (古 t 〔 Si . 町 .-* tサ土史研 1 t 、

の

機

能

め

的

職

能

0 0 と T- 〔 i m i古 t . 也 !* <->ォォ人郡

. 文化伝承活動 ( L M h . わらぞうり等 )

I J t 作物粟野 佃 格え . い もづ くり)

開

放

の

捕

用

ll. it e I 吋叫括

刺 )

O 史,1 れ愚 (t j[<!蝣? サ輯・O R )

0 中学 校部活的

蝣 T .1J - -I+靖・・ (tl 会経書 n n 相可 R ー
. 兵術 .文化括勅 (努術す q l)

m a B . 体 的 な 連 携 活 朔

秩

物 放象 . 特別社宅の

↑与 M T ォ a r尊

.軟 s . ォ 堪能宵? 蝣ォ . 補聴者学級苛)

l胡蝶垂 (鳩人草繰 . 料理学研〉

.柁穂甘栗 (放 送n m 妨疎等 )

開放 c-H 会 I t 合

的

n

. 辞せ (地区 P T A 集気 同郷集合 . * 化禁即

.軒 軽電 (コ - ラス練乳 レコー ト コンサ N ト等 )

休甘栂 . -f - ルl

○柑習会場 として開放 (ス -f ーツ少年臥 各f1Jクラブ . 各

能 it x t:- 、∵竹阜†

* l抹 Tr 飽 . グラン ド, -r - ル耳

枚

育

の

描

叩

グランド苛の開放 o * 全会叫 として開放

(古・ォ- .tr- ∵七丸 さ叫 上it n サ * . 子ども合t 音 .
lこ

料

す

市 即 も甘僻耳 )

休 す m a . 柁 T! t

許け Zた好守の貨

O 地城の休好事責への貫与 (体育相鼻 . ネ .:J h テントー

ち

?

アーチ - 放送投付等 )

O 地蛾の 文化事業への貸与 (ビ丁 ノ. ヒナ札 増補 台IT }

牧
蝪

ォ

辛
0 地地 (自治会 ) 企業行事に汗与 (放送器具. テン ト. 映

写M l ピア ノ等 )

人

児 1 .,と徒の 社会

0 体 甘行布への .参加

の . 宇目!運豹 会l 歩こ う会等

秩 .町 内1 r# への大会運甘ボランティア

能

帆

○文化車乗への参加

の l各tI L文化無 (充息 敬承 l 出柵 等)

開

Ⅰ
奉加 O 集会への参加

枚 l書少年宵成大 会. 杓子 U ろば等

m

の

0 作 I文一 -f スター, ,, 緒の応耳

-少年の主張 (発表 ) 一人粗 末臆の口琴

n et 〔ォォ .古小

0 え:f - ツ朋帰投 J として参加 (体 lG 指導只等 )

枯

○スポ - ツ関係相 i8 着 (コーチ▼ -# 判 . スポl ツ教 室呼 )

0 久がl ツ鵬係串紫の役 只梓強 者 (rT 民運動会等)

捕
ぐP 略 l in n . 栂坤書 としてや 1 {上 K H ォ * 串†

の車加 〇一 .変化民 としての奉加

. 各fI の .Jt 会故廿間 .系閉紘の ..一只と L て .

- 畑地の古 fI 下 .t , まつり守

-25-



ない。つまり,この時期の学社連携論の視点は,あく

まで学校教育,ひいては在学青少年に向けられたもの

であり,この視点を脱し得なかったといえる。こうし

た問題点の背景には,当時の生涯教育論の脆弱さを指

摘することもできよう。

次に,生涯教育論から生涯学習論-の進展等ととも

に,高揚をみせた高等教育機関との連携論をみていく

ことにする。

E. 1980年代後半からの連携論
一高等教育機関との連携論-

1980年代後半から,高等教育機関-の関心が高まり

を見せ始めた。この時期以降,雑誌「社会教育」 (全日

本社会教育連合会発行)に大学関連の特集号が登場し

てくる〔「特集　地域社会と大学」 (1987年), 「特集

生涯学習時代の大学」 (1991年), 「特集　「大学」を考

える」 (1994年)〕。こうした高等教育機関-の関心の高

まりには,次のようなことがその背景として指摘でき

よう。

まず,生涯教育論が生涯学習論-と転換を果たし,

生涯学習社会の実現が目指され始めたことは,大きな

原因の一つである。生涯学習論の浸透や生涯学習社会

-の移行は,あらためて高等教育機関の重要性を浮き

彫りにすることになった。これまで,大学を始めとし

た高等教育機関は,フロント・エンドモデルの終着点

であり,象牙の塔として敷居の高いものであったO　し

かし,生涯学習の観点から立てば,高等教育機関は,

もはや完成教育の機関として留まることは許されない。

否応なしに社会は,高等教育機関に目を向け始めたの

である。こうした好機に応えるかのごとく,中央教育

審議会は, 1990年に「生涯学習の基盤整備について」

を,翌年の1991年に「新しい時代に対応する教育の諸

制度の改革」を公表し,高等教育機関が,地域社会の

人々に様々な学習機会を提供することを答申した。具

体的には,社会人を対象とした公開講座の開催,図書

館や体育館,運動場等の施設開放,放送大学の全国化

等である。こうした高等教育機関-の熱い視線は,地

域社会に限ったものではない,企業の高等教育機関に

かける期待も大きくなってきたのである。なかでも近

年最も顧著なものは,研究開発の分野である。新技術

の開発とそれに伴う企業間競争が激化するとともに,

高等教育機関が持つ研究機能に大きな期待が寄せられ

始めた。いわゆる産学協同の流れのなか,高等教育機

関と企業の間の連携は,今後ますます活発化していく

ことが予想されよう。

他方, 18歳人口の減少も,要因の一つとなった。 18
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歳人口は, 1992年の205万人をピークにして2000年には

150万人-と急減することが予想されている。顧客の減

少は,大学自身にとっての死活問題である。機関の生

き残りのためにも,大学側は生涯教育機関としての機

能を模索し始めた。大学機能としての教育機能や研究

機能に加えて, 「第三の機能」として地域サービスを積

極的に位置づける動きが看取されるようになったので

ある。そのことは,近年の大学の自己評価報告書等に,

大学の第三の機能として大学開放等を位置づける高等

教育機関が増加してきていることが端的に示している。

例えば,大学公開講座の開設状況をみると, 1978年の

段階では,開設大学数175大学,開設講座数753講座で

あったものが, 1991年では,開設大学数397,開設講座

数3,578講座-と増加の一途をたどってきている.この

ように,高等教育機関自身も脱皮を図る転換期を迎え

ていたのである。

生涯学習の気運が高まり,学習者の学習関心の多様

化・高度化が進んだことも,高等教育機関を表舞台に

登場させた一因でもある　NHK放送文化研究所によ

る学習関心調査によると,一人の学習者が複数の学習

項目を選択するという,学習レパートリーの多様化が

進むとともに,学習の程度として「入門より高い学習」

や「専門家に近い学習」を求める人が増加していると

いう。このような学習者が,潤沢な教育資源を有する

高等教育機関に目を向け始めたのである.

一方,こうした学習関心の多様化・高度化は,社会

教育の側にも及んだ。社会教育の現場でも高等教育レ

ベルを目指す学習の援助が始まってきたのである。市

民大学,女性大学等のように講座の名称に「大学・カ

レッジ」と銘打ったものの開設が目立ち,最近では女

性大学大学院にまで発展したケースまである。また,

いわゆる「長寿学園」にも,短期大学開放講座(長野

輿)や生涯大学葵学園(静岡県)等が登場してきたO

しかし,これらの動きは,一面で社会教育の限界を露

呈することにもつながった。従来の社会教育機関が行っ

てきた-施設内完結型の事業では,学習の多様化・高

度化に対応できなくなってきたのであるO　そのため,

社会教育の側からも積極的に高等教育機関に働きかけ

る傾向が見られるようになった1991年6月には,生

涯学習審議会社会教育分科施設部会でも, 「公民館は大

学等と提携して,それらの有する施設・設備などを有

効活用し,人的資源を得て高度で専門的な事業を展開

することが必要である」と答申している。このため,

各地の公民館で高等教育機関と連携した様々な講座が

実践されるようになった。とりわけ,文部省が1989年

度から開設を進める「ウイメンズ・ライフロング・カ

レッジ」は,社会教育機関が高等教育機関との連携の



視点をいち早く打ち出した事業として注目に値しよう。

ウイメンズ・ライフロング・カレッジとは,都道府県・

指定都市が高等教育機関との連携のもと,高度で体系

的な学習機会を提供し,情報化,国際化時代に求めら

れる女性リーダーを育成する事業であり,1993年度は,

32県・ 2指定都市で実施されている.

こうした,高等教育機関-の関心の高まりは,高等

教育機関を中心とした新しい連携を生み出していった。

生涯学習社会-の移行のためには,高度で豊かな教育

資源を持つ高等教育機関と地域の教育委員会,社会教

育機関等が連携して学習機会を整備していくことが,

最も実現性の高いシナリオと踏んだためであろう。

以上のように,我が国における連携論には,大きく

二つの高揚期をもっている。まず一つは, 1970年代か

らの学社連携論によるものである。この時期の連携論

は,学校教育,社会教育,家庭教育の役割分担と相互

補完を提唱したものの,依然として学校教育を中心と

し,在学青少年のための施策の域を脱し得ないもので

あった。こうした学社連携の行き詰まりや生涯学習社

会-の移行等により,もう一つの連携論が高まりを見

せ始めた1980年代後半からの高等教育機関との連携

論である。高等教育機関との連携論は,地域社会や社

会教育側からの要望に応えるものだけではなく,高等

教育機関自身からも手を差し伸べてきた,いわば双方

向からの連携論であるといえよう。

Ⅲ.高等教育機関との連携の意義と
特徴

l.高等教育機関との連携の意車

社会教育機関が高等教育機関と連携することの意義

は何であろうか。連携成立の必須要件として,互恵性

が保持されていることはいうまでもない。ここでいう

互恵性とは,資源の相互利用の促進に他ならない。な

お,ここでいう資源とは,学習機会や教材,施設・設

備などの学習資源にとどまらず,スタッフなどの教育

資源を包括するものである。

まず,一般的に広く指摘されているように,地域の

社会教育機関(女性教育施設・図書館・博物館など)

にとって,高等教育機関との連携は,学習機会の高度

化・多様化を生み,大きなメリットとなる。しかも,

大学と連携するということは,講座自体の社会的な威

信を高めることにもつながる。もちろん,すべての連

携講座が大学レベルの学習内容を提供しているわけで

はない。入門レベルの趣味・教養型の学習機会を提供

していくことも,潜在的学習者の開拓というマーケテイ

ングの戦略においては意義がある。

他方,高等教育機関にとってのメリットは,社会教

育機関のそれとは多少趣を異にする。なかでも,教育

内容の充実と経営上の戦略という2点を見落としては

ならない。まず,教育内容の充実という点では,学芸

員や司書の養成課程における連携が期待される。

また,私立大学においては,伝統的学生である18歳

人口の減少にともない,経営戦略としての成人学習者

の確保が急務となってきている。なかでも,いままで

高等教育を受ける機会に恵まれなかった人々に対する

補償教育的な側面ではなく,すでに高等教育を修了し

ている人々を対象とした,リカレント教育や継続専門

教育を重視している点を見落としてはならない。

2.連携によるメリット

これまでは,連携の対象となる高等教育機関と社会

教育機関のメリットについてみてきた。しかし,学習

機会提供者にとって,メリットのある連携だったとし

ても,学習者が何のメリットも感じることができなけ

れば,その連携は画餅にすぎない。表3-1は,図3-

1のイメージにもとづき,高等教育機関と社会教育機

図3-1　学習機会提供者と学習者,および学習環境との関係
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表3-1　連携によるメリットの諸相

学習機会提供者のメリット 学習者のメリット 学習環境のメリット

1 . 学習資源 (施設 .人材 1 . 大学と連携した 1 . 連携する学習機

.事業) の拡充 学習機会により、正 会が所在する地域で

2 . 指導者の視野の拡大、 規の評価を伴う学習 の広域にわたる生活

意欲の向上 ヘの接続 の質の向上

3 . 学習参加者の多様で商 2 . 学習の継統率の 2 . 行政 (一般行政、

度な学習ニ】ズの充足度の 増大 社会教育行政、大学

向IL 3 . 各種の高度な生 行政など) の内外雨

4 . 縦割り行政の枠を超え 溌学習に対する視野 両の活軌や串業の前

た、広域での興櫛の教待機 <') !/i 性化

関との望ましい関係の形 4 . 期待可能な、よ

成 り効果的な学習サー

5 . より学習意欲の高い ビスの事受

新たな学習者の獲得 5 . 学習機会選択、

6 . 施設など学習機会の維 ひいてはキャリア遇

持費用の低減

7 . 多様で体系的な学習事

業締戒の可能性増大

択支援の向上

関が連携することによってもたらされるメリットの諸

相について整理したものである。

3.連携の位相

さて,このような各種のメリットが期待できる連携

はどのようにして形成されていくのであろうか。連携

の形成過程に着目すると, (a)委託, (b)協九(C)

協働の3つのタイプに仕分けすることができる。

「委託」段階は,読んで字のごとく,連携主体間の

いずれか一方の事業を他の主体に委託して実施する段

階である。ここでは実質的な連携は行われていないが,

委託を契機として連携が拡充されていく場合があり,

連携の初発レベルと位置づけることができよう。

「協力」段階では,連携主体が,それぞれの資源を

持ち寄り,相互に調整して学習機会として提供する。

この段階では,委託段階に比して,相互の支援体制が

いっそう拡充され,学習資源の相互活用が促進される。

「協働」段階は,連携の主体となる機関同士が,協

働して新たな学習機会の開発を行うものである。ここ

では,連携主体の協働によって,連携を円滑に遂行す

るための新たな組織や機関が設けられ,常勤のスタッ

フを配置して学習機会の提供を行う。またコンソーシ

アムなどのように,複数の連携機関から多様な資源が

提供され,多彩な事業の展開が可能となるケースもある。

4.ウイメンズ・ライフロング・カレッジにおける連

携の可能性と課題

最後に,ウイメンズ・ライフロング・カレッジの実

践プログラムをもとに,高等教育機関との連携の可能

性と課題について明らかにしていきたい。この事例を

取り上げる理由は先述の通りであるが,連携の位相と

しては一律ではなく,大きく分けて「委託」段階にと

どまっているものと,実際に「連携」して事業展開し

ているものとがあるO

ここでの「委託」とは,都道府県・指定都市が,也

元の高等教育機関にウイメンズ・ライフロング・カレッ

ジの開設を委託する場合をいう。文部省の「女性の生

涯学習促進事業の運用について」においても, 「実施す
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る上で必要な場合は,当該大学等に開設を委託するこ

とができる」として,これを承認しているO具体例と

しては,愛知県教育委員会が主催する「あいち女性カ

レッジ」があげられよう。 「委託」型の事例がはらんで

いる問題点として,学習内容の固定化やマンネリ化が

ある. 「あいち女性カレッジ」では,年度によって委託

機関(開設機関)を変えることによって,この問題に

対処している。

こうした「委託」型においては,高等教育機関が持

つ人的・物的な教育機能を活用できるというメリット

も勘案されるが,たんなる単発的な大学公開講座の域

を出てないという面も危倶されるQ実際, 「あいち女性

カレッジ」においては,開設期間が五日間と短期であ

る。

また, 「委託」型においては,当該高等教育機関の事

情によって,学習テーマ(プログラム)がかなりの面

で左右される。例えば,名古屋市教育委員会が実施す

る「なごや女性カレッジ」では,特定の大学に平成6

年度から3年間連続して委託している。この場合,香

託先が大学のコミュニケーション学科であるため, 3

年間ともに, 「現代社会と女性」という大きなテーマ,

コミュニケーションの問題を絡ませて開講している。

このことには一長一短があるが,あまりにも高等教育

機関の都合に流されるきらいがある。

一方,連携の位相が「協力」あるいは「協働」段階

にある「連携」型においても,連携の度合いにはかな

りの差がみられる。すなわち,各自治体と高等教育機

関とが単に協力して事業を行うものから,両者の共催

とし,お互いに共同して行うものまでである。ここで

は,地域の教育機関と高等教育機関とが共催し,協働

で実施したrウイメンズ・カレッジ・とばた」と「ウ

イメンズカレッジひろしま」の両事例を取り上げたいO

「ウイメンズ・カレッジ・とばた」は,北九州市立戸

畑中央公民館と九州国際大学の共催で実施されたもの

である。学習テーマは,女性問題解決の視点を持って,

家族を様々な分野から捉え直した統一テーマ「家族・

愛・いのち」とし,会場は両機関の併用とした。 「ウイ

メンズ・カレッジ・とばた」における最大の特色は,

大学との連携をフルに活用した学習方法にある。「ウイ

メンズ・カレッジ・とばた」においては,従来の講義

形式に留まらず,大学生との総合討論会やシンポジウ

ムを開催している。こうした異年齢集団の学習機会を

つくる上で,高等教育機関との連携の意義は大きいと

考えられる。また,ゼミによる自主発表,意見交換の

場を設け,自主参加,主体的参加型の講座にもしてい

る。さらに,男女の参加を呼びかけたことも注目でき

るO元来,こうした女性問題学習講座の参加者は女性

に限られ,一見閉鎖的ともとらわれがちである。しか

し, 「男女共同参画型社会」の実現のためには,ウイメ

ンズ・ライフロング・カレッジのような事業ほど男性

にも門戸を広げ,男女ともに学習していくことが必要

であろう。この意味でも「ウイメンズ・カレッジ・と

ばた」の事例は示唆に富んでいると考えられる。

「ウイメンズカレッジひろしま」は,広島県立生涯

学習センターと安田女子大学の共催で実施されたもの

である。学習テーマti, 「男女共同参画型社会を築く生

涯学習専門講座」とし,会場は両機関とした. 「ウイメ

ンズカレッジひろしま」の特色は,女性問題・女性学

の基本的・代表的な文献・資料を教材とし,その購読

を通して専門的知識や理論的な考え方を獲得すること

を目指していることである。そのため,学習内容はか

なり高度化され,潤沢な教育資源を有する大学との密

な連携は不可避である.「ウイメンズカレッジひろしま」

のもう一つの特徴は,講座-の大学院生のかかわりで

ある。受講生の大学在学生との交流を望む声を反映し

て,平成7年度から生涯学習論専攻の大学院生をスタッ

フとして参加させたO　スタッフの役割は,受講生の学

習活動を側面的に支援するということで,学習情報提

供(学習相談を含む)と,学習会の最後に計画されて

いる学習成果発表会の企画実施である。高等教育機関

の人的な資源はなにも大学教員ばかりではない。大学

院生がスタッフとして加わることで,大学と連携した

学習機会の厚みが増すことになる。

次に,上述した両講座の共通点を述べたいO　まず,

両講座とも学生や大学院生を加えることで世代間交流

の場を設けている。これまで生涯学習の多くの学習機

会において,異世代間の交流を導入することのメリッ

トは論じられてきても,なかなか実施段階に移すこと

は困難であったO　しかし,高等教育機関との連携を前

提としたウイメンズ・ライフロング・カレッジでは,

その困難さの多くは解消できる。これは,人的・物的

資源の活用ばかりが目立つウイメンズ・ライフロング・

カレッジにとって,隠されたメリットの一つではある

まいか。また,両講座とも企画運営委員会の存在がク

ローズアップされる。大学関係者と社会教育職員等が

共同して企画・推進し,講座を開催していることが読

みとれるのである。これに関連してか両講座とも大学

側に窓口となる機関が存在する。「ウイメンズ・カレッ

ジ・とばた」においての九州国際大学社会文化研究所,

「ウイメンズカレッジひろしま」においての安田女子

大学生涯学習研究所である。このような大学の生涯学

習の窓口になる機関の存在は,ウイメンズ・ライフロ

ング・カレッジを推進していく上で,鍵を握っていく

ものと推察される。
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しかし,全国のウイメンズ・ライフロング・カレッ

ジを通覧すると,上記の両講座のような先駆的な事業

は少ない。連携といっても,内実は「委託」型に近い

ものが多数を占めているのが現状である。今後は,逮

携の位相をいかにして協働の段階に高めていくかが課

題といえよう。

結びにかえて

これまで,高等教育機関と社会教育機関との連携を

中心に考察してきたが,ここから連携が成功裡に終わ

るための条件として,次の点を指摘することができよ

うO　それは,連携の対象となる教育機関を結びつけ,

相互の連絡・調整をはかるとともに,連携事業を円滑

に推進していくためには,専任の担当者を配置した運

営機構の存在に他ならない。事実,ウイメンズ・ライ

フロング・カレッジの事例をみても,協働のレベルに

達しているプログラムにおいては,運営機構の充実が

図られている。

学習成果の評価や活用の問題に関していえば,今も

なお「生涯学習ボランティア」のレベルに留まってお

り,正規の大学の単位認定が可能となるような実践は

僅かにすぎない。しかしながら,高等教育機関の生涯

学習機関化という時代の趨勢を勘案すると,正規の評

価に対するニーズの高揚は必定であり,学習機会提供

としての連携のあり方をさらに問い直していかなけれ

ばならない。
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